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附則 

私たちの住む山陽小野田市は、瀬戸内海に面した水と緑の豊かな自 

然に恵まれた農林水産業と商工業の盛んなまちで、平成１７年３月小 

野田市と山陽町がひとつになって誕生しました。 

先人の築いてきたやすらぎと文化の香りに満ちたこのまちは、私た 

ち市民のものであり、私たちの手で「住んでいることを誇れるまち」 、 

「未来へ責任を持ち、 夢のあるまち」 にしていかなければなりません。 

そのためには、市民一人ひとりがまちづくりに関心を持ち、私たち 

市民が積極的に参加し、市、議会と協働してまちづくりを進めていく 

ことが求められます。 

私たちは「市民が主役のまちづくり」の実現を目指して、その道し 

るべとなる市政運営の最高規範として、ここに「山陽小野田市自治基 

本条例」を制定します。
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第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、山陽小野田市における市民自治の基本理念を明 

らかにし、市政運営の基本的事項を定めることにより、市民が主役 

のまちづくりの実現を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞ 

れ当該各号に定めるところによる。 

(1) 市民 市内に住所を有する者、 市内に住所を有しない者で市内 

に勤務し、又は通学する者及び市内に事業所を有する法人その他 

市内で活動を行う団体をいう。 

(2) 市 市長その他の執行機関をいう。 

(3) 参画 市が実施する政策、 施策及び事務事業の計画立案、 実施、 

評価等の各段階に市民が参加することをいう。 

(4) 協働 市民、市及び議会がそれぞれの責務及び役割を自覚し、 

ともに協力し、ともに活動することをいう。 

（基本理念） 

第３条 第１条の目的を達成するため、次に掲げることをこの条例の 

基本理念とする。 

(1) 市民、市及び議会は、人権を尊重すること。 

(2) 市民、市及び議会は、市政に関する情報を共有すること。 

(3) 市は、市民の参画のもと市政を行うこと。 

(4) 市民、市及び議会は、それぞれの責務を果たしながら、協働し 

てまちづくりに取り組むこと。 

（この条例の位置づけ） 

第４条 この条例は、市政運営の最高規範であり、他の条例又は規則 

の制定又は改廃に当たっては、この条例の趣旨を最大限尊重しなけ 

ればならない。 

第２章 市民 

（市民の権利）
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第５条 市民は、市政に関する情報を求めることができる。 

２ 市民は、まちづくりに参加することができる。 

（市民の責務） 

第６条 市民は、市民自治の主体であることに責任を持ち、積極的に 

まちづくりに参加するように努めるものとする。 

（事業者の責務） 

第７条 事業者（営利を目的とする事業を行う者をいう。）は、社会的 

な役割を認識し、地域社会との調和を図りながら、まちづくりの発 

展に寄与するように努めるものとする。 

（青少年及び子どもの権利） 

第８条 ２０歳未満の青少年及び子どもは、その人権が尊重されると 

ともに、年齢に応じてまちづくりに参加することができる。 

２ 市民及び市は、青少年及び子どもの意見を尊重し、まちづくりに 

反映させるものとする。 

第３章 議会 

（議会の役割及び責務） 

第９条 議会は、市の重要な意思決定機関として、総合的な視野に立 

ち、市民の意見が適切に反映されるように、市政の監視を行うとと 

もに政策の立案等を行うものとする。 

２ 議会は、原則として会議を公開することとし、かつ、議案の内容、 

審議の経過及び議会活動の状況等の情報を市民にわかりやすく提供 

することにより、開かれた議会運営に努めなければならない。 

３ 議会は、自ら、地方分権及び協働と参画のまちづくりの時代にふ 

さわしい議会のあり方、開かれた議会運営並びに望ましい議員の姿 

を求めるものとする。 

（議員の役割及び責務） 

第１０条 議員は、市民の代表として、自己研さんに努め、市民の負 

託に応えなければならない。 

２ 議員は、広く市民の声を聞き、市民へ議会活動及び市政に関する 

情報を提供するよう努めるものとする。
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第４章 市長等 

（市長の責務） 

第１１条 市長は、民主的で効率的な行政運営を図るよう努めなけれ 

ばならない。 

２ 市長は、具体的な目標を掲げた政策公約を公表し、その達成状況 

を公表するものとする。 

３ 市長は、長期在任による市政活力の低下等を招かないように努め 

るものとする。 

（職員の責務） 

第１２条 職員は、市民の視点に立ち、全体の奉仕者として公正、誠 

実かつ効率的に職務に努めなければならない。 

２ 職員は、自ら職務の遂行に必要な知識、技術等の向上に努め、行 

政需要及び市民の要望に即応できる能力を養成しなければならない。 

３ 職員は、積極的に市民との信頼関係を築くとともに、協働して地 

域活動に努めるものとする。 

（職員の育成及び資質の向上） 

第１３条 市は、市政の課題等に迅速かつ的確に対応するため、職員 

の人材育成を積極的に推進し、 資質の向上を図らなければならない。 

２ 市は、職員の人材育成及び資質の向上のため、職員に研修及び自 

己啓発の機会を提供するものとする。 

第５章 行政運営等 

（市の組織及び体制） 

第１４条 市の行政組織及び執行体制は、市民にわかりやすく、簡素 

かつ効率的なものでなければならない。 

（総合計画） 

第１５条 市は、まちづくりの総合的な指針として基本構想、基本計 

画及び実施計画からなる総合計画を策定し、計画的な行政運営を行 

わなければならない。 

２ 市は、社会情勢の変化及び市民の要望を的確に把握し、適宜総合 

計画の見直しを行うものとする。
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（説明責任） 

第１６条 市は、政策、施策及び事務事業の計画段階から実施に至る 

までの経過を市民に分かりやすく説明しなければならない。 

（適正かつ公正な行政運営） 

第１７条 市は、法令遵守により適正かつ公正に市政を運営しなけれ 

ばならない。 

２ 市は、市政運営上の違法行為及び不当要求による損失を防止する 

ため、公益通報及び不当要求防止の制度を定め、適切に運用しなけ 

ればならない。 

（財政運営） 

第１８条 市は、総合計画及び行政評価を踏まえた適切かつ効率的な 

中長期の財政計画を策定しなければならない。 

２ 市は、予算編成及び財政運営に当たっては、財源を効率的かつ効 

果的に活用することにより、健全な財政運営に努めなければならな 

い。 

３ 市は，毎年度の予算及び決算その他の市の財政状況に関する情報 

を市民に分かりやすく公表しなければならない。 

（行政評価） 

第１９条 市は、効率的かつ効果的な市政運営を行うため、政策、施 

策及び事務事業について行政評価を行い、その結果をわかりやすく 

市民に公表しなければならない。 

（監査） 

第２０条 監査委員は、市の財政等の監査を行うに当たり、事務事業 

の適法性のほか、有効性及び効率性等の評価を踏まえた監査を行う 

ように努めるものとする。 

（広報広聴機能の強化） 

第２１条 市は、市民の市政に参画する権利及び行政情報を知る権利 

を保障するため、行政情報の提供及び市民の意見、要望等を聞く場 

を設けるものとする。 

（意見、要望、苦情等への対応）



平成２２年１２月１日 

第２２条 市は、市民からの意見、要望、苦情等を迅速かつ誠実に処 

理し、対応しなければならない。 

２ 市は、市民からの意見、要望、苦情等で適切な措置が必要な事項 

については、市政運営に反映させるものとする。 

第６章 情報の公開等 

（情報の公開等） 

第２３条 市及び議会は、市民が行政情報を知る権利を保障するとと 

もに、その保有する情報は法令により制限される場合を除いて、公 

開しなければならない。 

２ 市は、審議会、協議会等の附属機関及びこれに類するもの（第２ 

８条において「審議会等」という。）の会議を原則として公開しなけ 

ればならない。 

（出資法人への要請） 

第２４条 市は、市が出資している団体に情報公開の促進について要 

請するものとする。 

（個人情報の保護） 

第２５条 市は、個人に関する情報の保護を図るため、個人情報の収 

集、利用、提供及び管理について必要な措置を講じなければならな 

い。 

第７章 参画及び協働 

（市政への参画） 

第２６条 市民は、市政に参画することができる。 

２ 市は、市民の市政に参画する権利を保障するため、参画の機会を 

確保しなければならない。 

（計画策定等における参画及び協働） 

第２７条 市は、総合計画等重要な計画の策定又は見直しに当たって 

は、市民の参画を得て、協働で行うものとする。この場合において、 

当該策定又は見直しの過程を適宜公表するものとする。 

２ 市は、前項の計画の策定又は見直しの段階でパブリックコメント 

（市民意見公募制度のことをいう。）を実施しなければならない。
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（審議会等委員の公募） 

第２８条 市は、審議会等の委員の選定に当たっては、市民から公募 

するなど、市民の多様な意見が反映されるようにしなければならな 

い。 

（協働） 

第２９条 市民、市及び議会は、まちづくりのために、互いを尊重し、 

協働するものとする。 

２ 市民、市及び議会は、協働のまちづくりを進めるために必要な環 

境整備に努めるものとする。 

３ 市民、市及び議会は、協働の推進に当たっては、情報の共有と対 

話を基本とするものとする。 

（地域コミュニティ） 

第３０条 市民は、心豊かで住みよい地域づくり及び地域の課題の解 

決に向けて、主体的に地域コミュニティ（まちづくりのために市民 

で構成された団体をいう。以下同じ。）の活動に参加するよう努める 

ものとする。 

２ 市は、まちづくりにおける地域コミュニティの活動の果たす役割 

を尊重し、促進するための支援に努めなければならない。 

第８章 住民投票 

（住民投票の実施） 

第３１条 市長は、市政運営上の重要事項について、広く市民の意思 

を直接問う必要があると認めるときは、住民投票を実施することが 

できる。 

２ 市民、 市及び議会は、 住民投票の結果を尊重しなければならない。 

第９章 危機管理 

（危機管理） 

第３２条 市は、市民の安心かつ安全な環境を維持するため、緊急時 

に備え、総合的かつ機能的な活動ができるよう危機管理体制を確立 

しなければならない。 

２ 市は、前項に規定する目的を達成するため、危機管理意識の醸成
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及び広域的視点から国、県及び近隣市との連携を図らなければなら 

ない。 

３ 地域コミュニティは、関係機関及び市と連携し、市民が安心して 

生活できるような対策をとるよう努めるものとする。 

第１０章 国、県及び近隣市との連携・協力体制 

（国、県及び近隣市との連携・協力体制） 

第３３条 市は、市民が共有している問題を解決するために国、県及 

び近隣市と密接な連携と協力の下に情報交換等を行いながら、共通 

の課題解決に努めるものとする。 

２ 市は、市民にとって必要な政策課題の実現のために、国又は県に 

具体的な政策提言又は要望を行うものとする。 

第１１章 条例の見直し 

（条例の見直し） 

第３４条 市長は、社会経済状況の変化等に応じて、５年を超えない 

期間ごとにこの条例の見直しを検討しなければならない。 

２ 前項の見直しの検討を行うために、附属機関として自治基本条例 

審議会を設置し、適宜提言を受けるものとする。 

附 則 

この条例は、平成○○年○○月○○日から施行する。


